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＜＞世論調査石こ関する文献紹介  

（1） 統計的研究古こおるニナる  

ノヾワ一分析の勧め  

How Many Subjects？StatisticalPower Analysisin Research  

Helena Chmura Kraemer and Sue Thiemann著（Sage Publications1987）  

西澤由隆（明治学院大学）  

「さて、サンプル数はいくらにしましょうか。」  

「最近、調査環境がずいぶん厳しくなってきましたから・・・」  

「回収率を考慮して、できれば有効数を1，000にしたいところなんですが・・」  

「いや、今回の研究助成金の額では、『サンプル総数1，000』でお願いするの  

が精いっぱいではないですかね。」  

＜サンプル数は大きい方がよい？＞   

世論調査を調査会社に依頼する前に、依頼者として決定しておかなければな  

らないことがいくつかある。その1つが調査の規模、つまりサンプル数である。  

調査を1度でも企画・実施した人なら、そのサンプル数の決定にあたっての上  

のような会話をだれしも経験したことだろうし、実際多くの場合このようにし  

てサンプル数は決まっていくようである。   

驚くべきことは、－調査の経験がまだそれほどない私がこういうことを申  

し上げるのは多少気が引けるが－ このような場面では「経験」や「相場」が  

ずいぶん幅を利かせていることである。調査の目的、理論仮説についての議論  

や質問項目の選別・質問文のワーディングなどの質問票の設計にはかなりの時  

間を割いて準備が進められるのに、ことサンプル数の決定となると、理論的根  

拠より経済的な理由によって「簡単に」決められてしまう場合が実に多い。   

分析する例の立場からいうと、「サンプル数は大きい方がよい」という心理  

が働く。サンプル数が十分でないために、仮説検証が思うようにできないとい  

う事態をできるかぎり避けたいからである。この事態が発生すると、たとえば、  

「理論的にはⅩとYには関係があると考えられるが、このデータからは必ずし  

もそれが確認できなかった」と、なんとも歯がゆい結論しか導けない。仮説に  
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自信があればあるはど、またその社会的・学問的意義が大きいときほど、サン  

プル不足によって検証が出来ないことによる「失意」は大きい。   

ところが、調査のコストはサンプル数とおよそ比例して大きくなるので、無  

制限にサンプル数を大きくするわけにはいかない。したがって、予算の許すか  

ぎりで最大限のサンプルを取る。つまり、予算の方が潤沢で、そちらのはうか  

ら上限が設定されることがない場合を除いて（そして、一般の研究者にとって  

は、そんなことは滅多にないことだが）、サンプル数についてはたいした議論  

の余地がないわけである。  

＜「予算」が決めるサンプル数の2つの無駄＞   

実は、ある特定な状況において、ある仮説を検証するために必要なサンプル  

数は理論的に決まる。にもかかわらず、その点の議論と検討を省略して、「予  

算の許す限り」という基準にしたがう場合、2つの「無駄」を発生させる危険  

性がある。1つは、研究の目的である仮説の検定に必要なサンプル数より大き  

なサンプルをとることの無駄である。そのデータをその他の目的で利用する時  

により多くのサンプルが必要になることも考えられるので、サンプル数の「余  

裕」は必ずしも無駄ではないかも知れないが、限られた資源の有効利用という  

観点からは無視できない問題である。第2の無駄はもっと深亥時間題である。  

予算が許すサンプル数が理論的に必要なサンプル数よりはるかに小さく、満足  

な結果の得られる可能性がはとんどないのに、調査に踏み込んでしまう危険で  

ある。あらかじめこの事態を予測できれば、取り返しのつかない無駄をするま  

えに、たとえば質問項目を減らしてでもサンプル数を増やす、あるいは世論調  

査ではなく実験的手法によるとか、仮説検定の方法について再考することもで  

きるわけである。  

＜「統計的研究におけるパワー分析」＞   

では、合理的なサンプル数はどうして決まるのか。この間いに答えてくれる  

のが、ここで紹介するクレーマpとシーマンのHowMany Subjects？Statist山  

一alPower Analysisin Researchである。   

その副題に「統計的研究におけるパワー分析」とあるように、本書の中心的  

概念はパワー（Power）である。ある特定な仮説が正しいときに、それが正しく  
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レ世   
／  

説を棄却し、その対立仮説を採用することができる確率をパ  －  
一丁・・  

／  

仮説を採用することが研究の具体的な課題であるから、当然  ワーと呼ぶ。対  

のことながら、研究者としては研究デザインの「パワー＝アップ」を図りたい。  

前述したような調査研究の無駄を省き、効率よくパワー＝アップするには、研  

究デザインの設計の早い段階で、このパワーについて検討することがいかに大  

切であるかを、クレーマーとシーマンは具体例を交えて力説する。  

＜パワー＝レベルを規定する3つの要因＞   

パワー＝レベルは次の3つの要因によって決まる。  

1）サンプル数（n）   

2）帰無仮説を棄却するレベルーつまり「有意水準」（α）   

3）検出が期待される効果の大きさ（d）  

3）の「検出が期待される効果の大きさ」とは、おおむね次のようなことを指す。  

っまり、いま検証しようとしている仮説が正しい場合に、それが、どの程度の  

効果として表れるかという問題である。たとえば、ある工場の作業行程を改善  

すると作業の能率が上がると期待されるとするときに、いったい単位時間あた  

りの生産量を具体的にどれだけ上げることができるかということである。   

そこで、パワーをPとすると、  

P＝f（n，α，d）  

と、表すことができる。そして、サンプル数が大きくなれば、それだけパワー  

も増加する。一方、帰無仮説を棄却することのできるレベルを厳しくするとパ  

ワーは下がるので、パワーを一定のレベルに保つためには、サンプル数を大き  

くして補強しなければならないが、検出が期待される効果のレベルが大きい場  

合はサンプル数が少なくてすむ。これらの点については、以下でもう少し詳し  

く見てみることにしよう。  

＜機械的に決まるサンプル数＞   

さて、今われわれが関心のあるのは、P，α，dの3つの要因についてそれぞれ  

値を設定したときに、nをどのようにして決めるかという問題である。そこで、  

上記のPについての関係式をnについて整理すればよい。すると、  

n＝f（P，α，d）  
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となる。さきに、サンプル数が理論的に決るといったのは、このことである。   

ところでパワーと3要因とのこの関係についてのクレーマーとシーマンの指  

摘は、特に新しいものではない。たとえば、本書の基礎となっているJ．コーヘ  

ンの『行動科学における統計手法のパワー分析』は1969年に出版されている  

（Cohen1969）。にもかかわらず、クレーマーとシーマンによる本書が画期的な  

点は、サンプル数算出の作業を単純化したことである。というのは、nについ  

ての上記の関係式の要素の1つであるdは、検定に用いる統計手法によって数  

学的な定義が異なる。つまり、nを求めるための換算表を統計手法ごとに用意  

しなければならないわけである。実際、400ページにおよぶコーヘンの前掲書  

も、異なった形式の換算表があちこちに掲載されていて、ずいぶん使いづらい  

ものになっている。＊   

そこで、クレーマーとシーマンは、統計手法ごとに使用する換算表が異なる  

という不都合を解消するために、共通の換算表（Master Table）を用意し、逆に  

dの方を換算表に対応させるように工夫したわけである。そしてそれが、  

Master Tableの直前に掲載されているSummary Tableに、統計手法ごとに整理  

されている。おかげで、統計理論に不慣れな者にも、少しの練習でいろいろな  

状況に幅広くパワー分析ができるようになっている。   

クレーマーとシーマンに従えば、サンプル数決定の手順は機械的である。有  

意水準を5％とするか1％にするか、さらに検定の条件が両側であるか片側で  

あるかによって、Master Tableが4つに区分されているので、まず、そのいず  

れを使うかを選択する0そして、その換算表の縦・横の記載された「保鱒ゝL 
の  

いパワー＝レベル（P）」と「期待できる効果の差（具体的には、  はなく、  

それをSummary Tableの指示にしたがって修正した値；△）」   2つの値が交  

差する点の値（L／）を読む。最後に、もう一度Summary Tableに戻り、指示さ  

れるとうりに自由度についての修正をした値が求めるサンプル数となる。これ  

はど簡単な作業なら、調査を実施するまえに、パワーの視点から「必要サンプ  

ル数」を試算してみないほうはないと思う。   

さて、読者のみなさんがどう判断されるだろうか。本書を手にとってみる価  

値があるかどうかの判断材料を提供する意味で、ここに具体的な利用例を紹介  

しようと思う。ただし、パワーの概念は、日本ではあまり知られていないうえ  

に、それについての本書の説明も必ずしも十分でないので、上に挙げた3つの  
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要素とのパワーの関連を簡単に補足しておこう（なお、「仮説検定におけるタ  

イプⅡのエラーを1から引いた値（1－β）がパワーである。」という定義だ  

けで、その概念が理解しただける読者は、つづく3つの節を読みとばして進ん  

でいただければと思う）。  

＜仮説検定の手順＞   

いま仮に、「教育程度は政治的関心に影響をおよぼす」という命題について  

検討したいという状況を想定してみよう。伝統的な仮説検定の手順は次のとう  

りである。   

この仮説を実証するために、全国サンプルの世論調査を実施する。すると、  

選挙に関心を持ったと答えた回答者の平均就学年数が11．7年で、関心を持たな  

かったと答えた人の平均が11．2年というデータが得られた。グループ間の平均  

値の差は0．5年、つまり半年ということになる。   

そこで、「教育程度と政治的関心には関係がない」という帰無仮説（Ho）をた  

て、それが正しいときに、この半年の差が偶然発生する確率を求める。それが  

十分に小さければ（たとえば、1％以下）、帰無仮説が間遠っていたと解する  

はうが妥当なので、それを棄却し、「教育と政治的関JLりこは関連がある」との  

対立仮説を採用する。半年の差が偶然発生する確率が大きければ、帰無仮説は  

棄却できず、「教育と政治的関心には関係が認められなかった」と結論する。  

＜仮説検定において犯す可能性のある2つのエラーと「パワー」＞   

上のような手順で進められる仮説検定  

には、犯す可能性のあるエラーが2つあ  

る。1つは、帰無仮説が正しいにもかか  

わらず、それを誤って棄却してしまう誤  

りで、これをタイプⅠのエラー（α）と  

呼ぶ。たとえば、無罪である容疑者を誤  

って有罪としたり、重大な副作用のある  

新薬を誤って認可するような場合で、こ  

I（d）  

0  1．85J■l  

れはできるだけ避けたいエラーである。 図1仮説検定における2つのエラー  

したがって、帰無仮説を棄却することを  
．
＝
■
∴
 
 
1
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許すレベルは、一般にかなり厳しく設定  

されている。社会科学では、このαを5  

％や1％にするのが、慣例となっている。   

これを確率分布として図解すると図1  

のようになる。先の教育程度と政治的関  

心の例を用いるならば、Hoについての左  

の山が、「関連がない」との仮定が正し  

い場合の両サンプル問の平均就学年数の  

差の分布をあらわす。とうぜん、ゼロを  

中心にした分布となっている。そしてそ  

†（d）  

0  1．85ヴ■l  

図2－1確率分布にみるパワーの定義  

の山の斜線の部分が有意水準を5％に設  

定したときのタイプⅠのエラー（α）である。標本平均の差が、αdiffの1．65  

倍（境界値）より偶然大きくなったとしても、帰無仮定は棄却され、本来は平  

均値に差が無いのにもかかわらず、誤って「ある」と結論してしまう確率である。   

一方、ほんとうは対立仮説が正しく、帰無仮説を棄却することができるのに  

もかかわらず、棄却しない誤りがある。タイプⅢのエラー（β）と呼ばれるこ  

の誤りは、たとえそれを犯したとしても現状肯定ということになり、社会的影  

響という観点からはタイプⅠのエラーに比べて害が少ない。もっとも、研究者  

の立場からすると、せっかくの理論的「発見」を裏付ける機会を逸するわけで、  

また、多くの人命を救う可能性のある新薬を使用できずにいるということであ  

れば、大きな社会的損失ということにもなる。   

図1では、Hlの山が、標本平均の差の標準誤差（ロdiff）の2倍に当たるだ  

けの差が両グループ間にはあるとの仮定のもとでの差の分布の状態をあらわし  

ている。そしてその横線の部分がタイプⅡのエラー（β）にあたる。これは、  

本来は平均値に差があるのにもかかわらず、たまたまデータとしして手に入れ  

たサンプルの平均値が境界値より小さな値を示したために、誤って帰無仮説を  

採用してしまう確率である。   

さて、問題のパワーは、すでに紹介したとうり、対立仮説を誤ることなく採  

用する確率だが、図1の右の山から横線の部分を除いたところ、あるいは、図  

2－1の陰のかかっている部分になる。f（d：Hl）で囲まれた部分の総面積は1  

なので、陰の部分は1－βとなる。  
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＜パワーを規定する3要素との関係＊＊＞†（d）   
岬H。） 晒H，）  

さて、研究デザインのパワーを上げる  

ためには、サンプル数を増やすこと・有  

意水準下げること・検出が予測される効  

果をより大きく設定することであるとす  

でに指摘した。その点を図2－1との比較  

で図示するとその関連がわかりやすい。   

0 1．65J－d肝  

たとえば、図2－2はサンプル数を増や  

した場合である。サンプル数を増やすと  

平均値の差についての標準誤差が小さく  

なる。その分だけ境界値が左に移動し、  

1－βが大きくなる。図2－3は、有意水準  

を5％から10％に下げることにより、境  

界値を♂diffの1．65倍から1．28倍の位置  

に移動させた場合である。もっとも簡単  

な操作だが、先にも触れたように、αを  

大きくすることについては慎重でなけれ  

ばならない。図2－4は、政治的関JL、の高  

いグループとそうでないグループの間に  

は、「より大きい標本平均の差（odiff  

の2倍ではなく3倍の差）が期待できる」  

と効果のレベルを高くした場合である。  

境界値はそのままでも、Hlの山だけがロ  

diffひとつ分だけ右に移動するため、そ  

の分1－βが大きくなる。いずれも、図2－  

1の陰の部分の面積を大きくする、ある  

いは、対立仮説の中央値に対する境界値  

図2－2  

0 1．28Jd椚  

図2－3  

1．65d■d椚  

図2－4  

の相対的位置を左に移動させるような措置だということができる。  
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「  
ここでは、手元にある全国サンプルの世論調査の結果を参考に、  

ロ2＝5、p／q＝0．2／0．8  

と設定することにする。   

これらの値を、図3にある△についての公式に代入すると、△＝0．089を得  

ることができる。   

そこで、次に、Master Tableの片側検定／1％有意水準に対応する部分（P．  

107）を開ける。P＝90、△＝0．09に対応するⅤ値は、1600である（図4参照）。  

最後に、もうl度Summary TableのⅤの項にしたがって、自由度について修正  

する。  

n＝ Ⅴ十 2＝1，602   

これが、上記のような条件で調査を実施しようとするときの、理論的に必要  

とされるサンプル数である。かなり、大きなサンプル数が必要だということに  

なる。ちなみに、他の条件は変えずに効果の差だけを「半年」から「2年」に  

変えるとどうなるか。実は、△が0．34になり、必要サンプル数は103と、飛躍  

的に小さくなる。  

SUMMARYTA8LE  

汀汀  ∫′どC什・′C月〃0〃  ′′○  γ  ム  ∫上、r〃∂一＼／  

〃；〃。 n十l  △三（elムー1伸㌣川  

6；小一〃。）／け  

S】n如j叩－モ  X．－N山一○つ）  
Nl）rma】Test  

iモl．2．‥．，n  

〃l如oIVn  

4．l  

slng抽mpl亡t Xl－仙・ロユ）   〃右－o n－1  △＝…ユ＋l）りつ  4・コ  

Mal（：h亡dPairl  
iヒt，2，…．n  ∂；小一〃。抽  

T伸S叩Iet Xi－叫．・㌔）   〃．こ〃y n一つ  △ミ8′（もユ◆りpq）l／コ  

占；（〃x‾申／8  i王t，2，‥．，np  

Y■一帖y－㌔） l  

i三1，2 ．．‥nq   

p十q＝l   

1nlraclassp   （xiyi）8■VarialeNo－mal  

corりXjtYi）三p  p＝po n－1  △ェ小一㌔）／（卜〝○）  

／亡○血相叫  

囲3 Summary Table（KraemerandThiemann1987p．101より転写）  
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＜Summary Table とMaster Tableの利用例＞   

ではここで、「教育程度と政治的関心」の例を用いて、クレーマーとシーマ  

ンのサンプル数算出の手順を紹介しよう。   

検討したい仮説は、「教育程度が高いほど、政治的関心が高い」であるとし  

よう。具体的には、政治的関心の高いグループとそうでないグループの平均就  

学年数には差があるということを、統計的に裏付けようというのである。これ  

は、サンプル間の平均値の差についての検定であるので、用いる統計手法はT  

－検定である。また、一方のグループの方が平均値が高いと、あらかじめ仮定  

しているので、これは片側検定になる。   

そして、パワーを90％とする。多少高望みの傾向があるが、相当な費用をか  

けて調査を実施するのであるから、すこしは高目に設定しておきたい。さらに、  

有意水準は1％とする。そして最後に、期待できる平均就学年数の差をとりあ  

えず半年とすることにした。‡‡‡   

ここまでを整理すると次のようになる。  

検定方法：T一検定  

検定の方向性：片側検定  

パワー（P）：90％  

有意水準（α）：1％  

ざ／小ケ、几ノ1〆り  

，J  
／  

効果の差（d＝〟Ⅹ－〟y）：0．5（ただし、〟Ⅹ・〟yはそれぞれ関JL、  

の高いグループの就学年数の標本平  

均）  

ドし   

Master Tableを開ける前に、△を求める必要がある。そこで、さっそく  

Su一ⅧaryTableのTL検定の部分岨を見てみよう。Two－Sample tの項目が  

それにあたる（図3参照）。   

T一検定の場合は、上に整理した情報の他に、就学年数の平均値の分散（げ2  

）と関心の高いグループと低いグループの2グループに、総サンプル数がどの  

ように分配されているかを示す分配比（p／q：ただしp＋q＝1）を知る必要がある。  

それぞれ、調査を実施するまでわからない情報で、実際には、予備調査による  

データか過去の調査データなどを参考にするか、あるいは研究者の「知的な推  

測（educated guess）」によらざるを得ない。  
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（continued）  

図4 旭ster T8ble（Krlelmerlnd Thiemnn1987p．107 より転写）  

＜パワー分析の勧め＞   

さて、120ページ足らずの本書だが、もっとも重要な部分は巻末の12ページ  

に納められた2つの表ということになる。1葺から3章までの概念説明と換算  

表についての論理的根拠の説明の部分を除くと、その大部分が換算方法の具体  

的な説明に当てられている。だからといって、本書が単なるサンプル数算定の  

ためのマニュアルにすぎないと、過少評価するわけにはいかない。具体的な説  

明の中で、研究デザインについての貴重な助言が随所に見られる。なかでも、  

重要なポイントはパワーについての検討が、研究そのものの意義を再考する機  

会を与えてくれることだろう。   

ここで取り上げた、教育程度と政治的関心の2変数間の関連性の問題である  

が、1，600のサンプルをとれば、かなりの確率で「半年」の差を立証すること  

ができることがわかった。ところで、この「半年」の差とは実質的にはどのよ  

うな意味を持っているのだろうか。「高校を1学期分よけいに行くことで、政  

治的関心が高くなることが、統計的に立証された」と主張したところで、耳を  

傾ける人はいないだろう。これが2年分の学校教育の効果とでもなれば、多少  

は説得力が増すかも知れない。ところが、上の例で見た通り、「2年の差」を  

立証するのであれば、100あまりのサンプルですむ。  
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実は、ここで用いた「半年の差」という億は、私が手元に持っている全国サ  

ンプルの世論調査のデータの分析の結果でてきた平均値の差である。「今回の  

選挙に興味を持った」と答えた人の方が「持たなかった」と答えた人より半年  

分就学年数が長い。そして、この調査サンプルは、有効数が2，000を超えてい  

るので、1％の有意水準でもなるほどその差が認められた。一方、もしこれ  

が100そこそこのサンプル数の調査であったとしたら、それが有意な差である  

ことを確認できなかったことだろう。ただし「1学期分の差が認められた」と  

主張することと、「差が確認されなかった」と結論することと、実質的差はな  

いと考えられる。   

私がここで紹介した「効果の差」の定義は、クレーマーとシーマンのそれと  

は少し違う。「社会が『重要である』と評価するに足る最低限の効果」が、彼  

女達の定義である（p．24）。社会科学を「実践」する者への貴重なメッセージだ  

と、わたしは思う。  

＜注＞   

‡ コーへンのこの本は、1977年に改訂版がでている。残念ながら、脱稿の時  

点までにその改訂版を手にするこ とができなかった。ただし、ク レーマー  

とシーマンのこの改訂版についてのコメ ントから類推する と、繁雑である  

こ とには変わりかないようである。   

ヰ‡ ここでの議論はWinkler ＆ Hays（1971）に負う ところが大きい。   

‡‡キ なぜ半年としたかは、後述する。  

ノ勺 ′ヽ1  
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